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はじめに 

 

本年１月１日に発災した能登半島地震の被災地では、水道施設及び下水道施設に

おいて甚大な被害が発生し、特に老朽化した施設などは復旧作業が困難を極め、住

民の生活再建に大きな支障をきたした。座間市においても、水道施設及び下水道施

設の多くを高度経済成長期に整備しているため老朽化が進んでいることから、激甚化

する自然災害に備えるため、施設の耐震化や更新、雨水・浸水対策等を積極的に進

めていく必要がある。  

しかし、人口減少社会の到来や節水機器の普及、住民のライフスタイルの変化等に

よる水需要の減少に加え、昨今の物価高騰による電力費をはじめとした様々な費用負

担の増加により、水道事業及び公共下水道事業を取り巻く経営状況は一層厳しさを

増している。 

これらを踏まえて、本審議会は令和５年４月の答申において令和５年度から令和９

年度までの算定期間における水道料金及び下水道使用料はいずれも据え置きとする

ことが妥当であるが、「社会情勢の変化や経営状況の変化等を適宜本審議会に報告

すると共に、算定期間内においても、必要に応じて水道料金及び下水道使用料見直

しの機会を設けること。」との付帯意見に基づき、水道料金及び下水道使用料見直し

について諮問されたことから、慎重に審議を行い、その結果を次のとおり答申する。 
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水道事業 

 

１ 水道事業の現状と今後の見通し 

座間市の水道事業は、地下水を主たる水源として昭和３０年に一部給水を開始して

以来、７０年にわたり、給水を続けている。令和５年度末における給水人口は１３１，２４

９人、管路延長は３３９.2ｋｍで、ほぼ給水区域全域を網羅している。 

水需要に関しては、給水人口の減少や節水機器の普及等により減少傾向にある。

また、水道使用者のライフスタイルが多様化し、単身世帯や少人数世帯が増えること

で、事業経営の根幹である水道料金収入が減少しており、今後もこの傾向が続くもの

と予測される。 

一方で、施設の老朽化に伴う更新及び耐震化対策などの費用は、昨今の電力費を

はじめとした物価高騰の影響により今後も増加していくことが見込まれ、現状では執行

管理の徹底による費用の削減努力だけでは、安全・安心な水道水を提供する施設を

維持していくことが困難な状況にあると言える。 

このような状況の下、財政収支をシミュレーションした結果、現行のままでは純損失

が膨らみ、事業経営を継続することができないことを確認した。 

 

２ 水道料金算定期間 

  〇令和８年度から令和１０年度までの３年間とする。 

 

  通例では算定期間を５年間としているが、昨今の物価高騰など先行きの見通しにく

い社会情勢の観点から３年間が妥当である。 

 

３ 料金改定率 

  〇平均改定率を１８．７８％とする。 

 

  算定期間内における施設の更新等に必要な財源を確保した上で、市民等の負担

を考慮した改定率とする。  
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４ 料金体系 

  〇基本水量を８㎥から０㎥に見直す。 

 

  座間市では、水道を普及させ、清浄な水の使用を促すという公衆衛生上の観点か

ら、１か月につき８㎥の基本水量を設定してきた。しかし、現在、ほぼ市内全域に水

道が普及していることに加えて、近年、基本水量以内の使用者が増えていることか

ら、基本水量を超える使用者との負担の公平性を確保するため基本水量を廃止し、

１㎥から８㎥までの使用者に対して従量料金を徴収することとする。 

 

５ 逓増度 

  〇３．５１倍から２．５２倍に圧縮する。 

 

  負担の公平性の観点から、大口使用者に負担が偏らないように従量料金単価の見

直しを図る。 

 

６ 水道料金改定案 

 

  小口径の使用者の従量料金に配慮しつつ、安定した経営を維持することができる

ものとして、別表を本審議会の改定案として示す。 
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別表 

 

水道料金改定案比較表 

 

基本料金（１か月につき、税抜） 

口径（ｍｍ） 現行料金 改定案 差 額 

１３・２０mm ７６０円 ９００円 ＋１４０円 

２５mm １，０００円 １，２４５円 ＋２４５円 

３０mm １，３３０円 ３，２９０円 ＋１，９６０円 

４０mm ２，１３０円 ５，０７０円 ＋２，９４０円 

５０mm ３，４００円 １０，０１０円 ＋６，６１０円 

７５mm ７，４１０円 ２５，９３０円 ＋１８，５２０円 

１００mm １２，９６０円 ５３，８００円 ＋４０，８４０円 

１５０mm 以上 ２１，８３０円 ７５，０００円 ＋５３，１７０円 

 

従量料金（１㎥につき、税抜） 

水量（㎥） 現行料金 改定案 差 額 

１～８㎥ ０円 ５円 ＋５円 

９～２０㎥ １０７円 １２５円 ＋１８円 

２１～３０㎥ １３１円 １５５円 ＋２４円 

３１～６０㎥ １７５円 ２０５円 ＋３０円 

６１～１００㎥ ２３１円 ２７５円 ＋４４円 

１０１～３００㎥ ２５７円 ２９５円 ＋３８円 

３０１～１，０００㎥ ２８８円 ３０５円 ＋１７円 

１，００１～５，０００㎥ ３１８円 ３１５円 －３円 

５，００１㎥以上 ３７６円 廃止  
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公共下水道事業 

 

１ 公共下水道事業の現状と今後の見通し 

座間市の公共下水道事業は、汚水と雨水を分けて流す分流式であり、汚水整備に

ついては昭和４４年に相模川流域下水道計画に参画し、昭和４８年から公共下水道汚

水整備事業に着手してきた。令和５年度末現在、水洗化人口は１２５，７６５人、整備済

み管渠延長は３０７．５８ｋｍ、処理区域内人口普及率は９８.０１％に達しているが、今

後は、長期的な視点で下水道施設全体の老朽化を考慮したストックマネジメント計画

を着実に推進していく必要がある。 

 一方、雨水整備に関しては、計画降雨量を時間当たり５０ｍｍとして、冠水区域を優

先して整備を行ってきた。令和５年度末における雨水管渠延長は３２.７７ｋｍで、事業

認可に対する整備率は３４.４２％に留まっている。近年では計画降雨量を超える局地

的な集中豪雨などにより、浸水被害が発生している区域の対策が課題となっており、

浸水対策を実施するために雨水管理総合計画に基づき対策に取り組んでいるところ

である。 

汚水排水量は水道事業と同様に逓減傾向にあり、収入は減少しているものの、平

成３１年４月に実施した下水道使用料の改定により、財政収支をシミュレーションした

結果、事業経営に必要な経費を確保できることを確認した。 

 

２ 下水道使用料算定期間 

〇水道事業と併せ令和８年度から令和１０年度までの３年間とする。 

 

３ 使用料改定 

〇下水道使用料（公衆浴場汚水を含む）については、据え置きとするのが妥当であ

る。 
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付帯意見 

 

今回の諮問に対する答申は上記のとおりであるが、審議会における審議経過を踏

まえ、次のとおり意見を付す。 

 

⑴  本答申は今後の物価動向等の状況が見通せない中でのシミュレーションに基

づき料金改定率について検討したものである。そのため、令和８年度から令和１

０年度までの３年間を算定の根拠とする異例の答申である。今後、料金回収率

等経営状況を示す指標の変化が想定と異なる場合は、状況を適宜本審議会に

報告すると共に、たとえ３年間の算定期間内においても、料金回収率等を考慮

の上、必ず料金改定の要否について検討すること。 

⑵  料金回収率は１００％を若干上回ることができるよう料金改定の検討を行うこと。 

⑶  社会情勢の予期せぬ変化に対応するためにも、事業運営に支障が生じないよ

う内部留保資金を適正に保有すること。 

⑷  効率的な事業運営と経営の健全化に努めるとともに、公営企業として経費節

減等のなお一層の努力を怠らないこと。 

⑸  前回答申からの状況変化や、今回の見直し内容について、十分な理解が得ら

れるよう広報等を通じて市民に対し丁寧な説明を行うこと。 

⑹  激甚化する自然災害に備えた施設の更新及び維持管理に努めること。 
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審議経過 

開催日 審議内容 

第１回 令和６年 

９月２５日 

諮問（水道料金及び下水道使用料等の見直しについて） 

⑴ 令和５年度決算の概要 

⑵ 令和６年度における水道事業及び公共下水道事業の概要 

⑶ 水道事業及び公共下水道事業の経営状況（投資・財政計画含む） 

第２回 10 月 10 日 水道料金及び下水道使用料等の見直しについて① 

第３回 10 月 24 日 水道料金及び下水道使用料等の見直しについて② 

第４回 11 月 7 日 水道料金及び下水道使用料等の見直しについて③ 

第５回 11 月 21 日 答申書（案）について 

 

 

座間市公営企業運営審議会委員名簿 

 

                                            敬称略、順不同 

 

氏名 選出区分 団体名等 

茂庭 竹生（会長） 学識経験者 東海大学名誉教授 

角田 厚子（副会長） 学識経験者 元市職員 

中野 幸子 学識経験者 税理士 

内藤 和美 関係する団体の代表者 座間市商工会 

湯浅 一弘 関係する団体の代表者 自治会総連合会 

田村 和章 関係する団体の代表者 薬剤師会 

西村 佳裕 関係する団体の代表者 県下水道公社 

窪 博之 関係する団体の代表者 座間工業会 

飯島 茂 公募による市民  

大谷 勝也 公募による市民  

西村 弘 公募による市民  


